













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































変数名 平均値 標準偏差 最小値 最大値
㎜ 296，924 169，435 125，0001276，700〃7Rα4D 10，660 11，194 2，000 57，000
一
碇）Lの4E 490，650 157，223 300，000 700，000
D5z4ηo蝉 360，232 129，556 51，000 712，000｝
砿4（盟τz4 0」89 0，124 0，000 0，602













































































































変数名 最小値 第1四分位 中央値　　平均値 第3四分位 最大値
CO～SτA～τ一254．926155，486213．191　213．8612 5，870625，344
WROAρ　一 1，027 4，389 7．233　　12．15213，432 53，889
VOLUME一〇．183 一〇．044 0、033　　0．070，135 1，061
一1．741 一〇．258 一〇．115　　－0．183一〇．049 0，450
MACHIγA一569．594一107．408一36．332　－54．49314，0041107，168





























































































































































































































































































































































































































































性別 年齢 世帯構成人員 年収
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
男性 330 48．2％19歳以下 3 0．4％　　1人 130 19．0％　200万円未満 59 8．6％
女性 312 45．5％　20代 52 7．6％　　2人 嘘98 28．9％　～400万円 164 23．9％
不明 43 6．3％　30代 68 9．9％　　3人 133 19．4％　～700万円 210 30．7％
40代 107 15．6％　　4人 101 14．7％　～1，000万円 120 17．5％
50代 131 19．1％　　5人 65 9．5％　～1，500万円 72 10．5％
60代 167 24．4％　　6人 19 2．8％1，500万円以上 33 4β％
70歳以上 137 20．0％　7人以上 13 1．9％　　不明 27 3．9％















北区 62 266 23．3％
上京区 42 195 21．5％
左京区 106 374 28．3％
中京区 42 220 19．1％
東山区 32 106 302％
山科区 38 257 14B％
下京区 36 170 212％
南区 22 196 112％
右京区 91 385 23．6％
西京区 73 275 26石％
伏見区 129 556 232％
不明 12 一 一































































































































































































































































































































500 霊21 92 68 24 739％
1，000 125 95 70 25 73．7％
2，000 109 73 38 35 52．1％
3ρ00 111 72 32 40 44．4％
5ρ00 110 75 19 56 25．3％
10，000 109 73 24 49 32．9％






























































変数名 変数内容 係数 t値
α 定数項 4，339 生91
ゐ 提示金額の対数 一〇．829 一7．51
α4 回答者の年齢i70歳以上の場合1） 0，473 1．71
加cぬ　一 世帯年収
草逍怏~以上の場合D 0，590 2．02
o 加α93＿1 京都に対するイメージi日本人の心の故郷とイメージする場合1） 0，485 2．32
伽α9θ＿2 京都に対するイメージi先端技術都市とイメージする場合1） 0，730 2．25
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n 137 243 118 114 146 168 926
建築物の高さ 59．1％ 56．4％ 52．5％ 50．9％ 54．8％ 58．9％ 55．8％
電線・電柱 43．1％ 36．2％ 54．2％ 42．1％ 48．6％ 43．5％ 43．5％
違法駐車 38．7％ 39．1％ 46．6％ 50．9％ 41．8％ 36．9％ 41．5％
建築物の外観 47．4％ 38．3％ 43．2％ 37．7％ 42．5％ 32．7％ 39．8％
放置駐輪 27．0％ 26．7％ 39．8％ 47．4％ 35．6％ 40．5％ 34．9％
広告・看板 365％ 27．6％ 40．7％ 36．8％ 42．5％ 31．5％ 34．8％
空き地・駐車場 23．4％ 24．3％ 21．2％ 21．9％ 24．0％ 28．6％ 24．2％
ごみの放置 16．1％ 14．8％ 15．3％ 20．2％ 15．8％ 14．9％ 15．9％
その他 8．0％ 11．9％ 7．6％ 10．5％ 6．8％ 10．7％ 9．6％
特にない 4．4％ 2．9％ 1．7％ 3．5％ 2．7％ 3．6％ 3．1％





























































































































































































変数名 変数内容 係数 t値







’班θ7θ5∫ まちなみへの関心i非常に関心がある場合1） 0482 448
σ肋η98 まちなみの変化i非常に変化を感じる場合1） 0，272 2．91
β
乃ゆ まちなみを損ねている要因i建築物の高さを選択した場合1） 0，220 248
o躍5’漉 まちなみを損ねている要因i建築物の外観を選択した場合1） 0313 3．36
ゆ¢ガθησ8 まちづくり活動の経験i全く協力したことがない場合1） 一〇416 一3．78
吻bηηα”oη 地域情報の取得i全く・ほとんど取得していない場合1） 一〇410 一3．45
γ vo1麗切θ 元学区面積に占める中高層建築物эｰ面積の割合 0247 1ρ2


























変数名 変数内容 係数 t値



















































































































































































































































































































































































































































































































































































1 146 111 92 19 82．9％
3 159 130 91 39 70．0％
5 153 118 76 42 644％
10 163 126 62 64 49．2％
20 157 123 30 93 24メ匹％
30 150 110 25 85 22．7％




i臼／年） 20％ 40％ 60％ 80％
1
22．9％ 49．5％ 74．3％ 807％
109 109 109 109
3
17．6％ 46．4％ 72．8％ 76．8％
125 125 125 125
5
8．9％ 31．3％ 63．4％ 74．1％
112 112 112 112
10
8．9％ 29．3％ 56．9％ 66．7％
123 123 123 123
20
8．3％ 27．3％ 47．9％ 64．5％
12で 121 121 121
30 7．3％ 26．6％ 45．0％ 54．1％














































変数名 変数内容 係数 亡値
o 定数項 0，444 1．97
b 提示労働量（日）の対数 一1．097 一1t23
’灘θハ2∫’ まちなみへの関心i非常に関心がある場合D 0，629 3．11
σoqρ8剛’oη京町家まちなみ保全活動への協力意向i積極的・できる限り協力する場合1） t952 8．47
c
吻bηη碗oη 地域情報の取得i積極的に取得している場合1） 0，453 1．81























































変数名 変数内容 係数 亡値
α 定数項 一〇．443 一6．85







1ψηη朗oη 地域情報の取得i全く取得していない場合D 一〇135 一2．14






































未考慮 0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％
冊荊蜘加 7，556 0の05 0ρ61 0，794 1α276 132，9821720，915
脚澗ε㎝ 11，855 4，881 7，508 10，934 14β80 18，853 22332
択比率が増加するにつれて値が増加しており，中央値では，0％の場合で年間0．005日，20％の場合で年間
0．061日，40％の場合で年間0．794目，60％の揚合で年間10．276日，80％の場合で年間132．982目，100％
の場合で年間1720．915日という値が得られた．
　また，従来のCVM研究における他者の協力動向を条件としない一般的な奉仕労働量の推計値と等しくな
159
る他者の協力選択比率を算出した結果，中央値の場合で57．6％という値を得た．これは，奉仕労働量が年間
7．556日の揚合，回答者が57．6％程度の他者の協力選択比率を想定して回答していると捉えることもできる．
このとき，限界質量モデルによる他者の協力選択比率と協力回答確率との大小関係を考慮すれば，協力回答
確率は減少して，他者の協力選択比率と等しくなる欠陥均衡点まで移行するとともに，中央値は年間7．556
目よりも減少するものと推察される．
7．5．6．提示労働量別の反応曲線の推計と政策的含意
　前項で推定したパラメータ推定値を用いて，提示労働量別の反応曲線を推計する．個人ゴの帰属する準拠
集団ηωの均衡方程式の近似式は，以下のように再定式化される．
畔÷碁瞬・鱈・？瓦・飯）
　　　π
（7．19）
ただし，
2＞，：準拠集団η（δに属しているサンプル数
　この数式719により推計した提示労働量別の反応曲線を図7．24に示す．
　提示労働量が年間1日の場合には，社会的に望ましい1つの安定均衡点しか存在しないため，他者の協力
選択比率がある程度確保されれば，協力選択比率が94．0％の安定均衡点へ移行していく可能性の高いことが
推察される．次いで，提示労働量が年問3日あるいは年間5日の場合には，均衡点は3つあり，そのうちの
1つが限界質量点である．このとき，他者の協力選択比率が限界質量点以上を確保していなければ欠陥均衡
点に移行していく可能陸の高いことが推察される．最後に，提示労働量が年間10日，年間20日，年間30
目の場合には，社会的に望ましくない1っの欠陥均衡点しか存在しないため，他者の協力選択比率がある程
度確保されていたとしても，欠陥均衡点に移行していく可能性の高いことが推察される．また，京都市都心
部（19元学区）の地域住民に対して，1人あたり年間5目程度のボランティアを一律的に提供してもらうと
ともに，他者の協力選択比率が限界質量点である61．2％以上を達成している場合には，提示労働量の中では
最大となる年間220，072人・日のボランティア労働力を理論的に確保することが可能となることが分かる・
　以上の結果は，歴史的環境保全に係わる政策形成過程で有益な基礎清報を提供しているものと考える．政
策形成過程における行政と地域主体との関係を図725のように表せば，図7．23に示す提示労働量に対する
協力回答確率及び他者の協力選択比率や，図724に示す提示労働量別に推定された反応曲線の結果は，保
全可能性の観点から少なくとも初期導入時点において満足しておくべき他者の協力選択比率や奉仕労働量を
探索することが可能であり，政策立案段階においてこれらの情報を利用することができる．また，仮に他者
の協力選択比率が望ましい水準よりも低い場合には，他者の協力選択比率を地域主体に認知してもらうため
の広報活動を，政策決定，制度化，事業化毅階において事前に実施することが可能である．今後，これらの
基礎的1青報の積極的活用による社会的コミュニケーションを通じて，歴史的環境の保全意識の醸成，相互理
160
個人の選択確率ρ
100妬
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　　　　　　　　　　　　　　　　　他者の選択比率ρ
　　　　　　（1）提示労働量1日件
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　　　　　　（3）提示労働量5日！年
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（5）提示労働量20目1年
　　　　　　図7．24
個人の選択確率ρ
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80覧
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　　　　　（2）提示労働量3日件
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　　　　　（4）提示労働量10日！年
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　　　（6）提示労働量30日！年
提示労働量別に推定された反応曲線
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解の促進，信頼関係の構築を図るとともに，透明性及び実効可能性の高い政策的手段を検討・実施すること
で，協働とパートナーシップによる歴史的環境保全の持続的推進が望まれる．
題 　政策決定制度化，事業化
保全意識の醸成
相互理解の促進
信頼関係の構築
協爵とノf一βナーシップκよる
痔紛のな歴吏κ環「魔禦全
　　　　　　　　　出典）筆者作成
図7．25政策形成過程における行政と地域主体との関係
7．6．結語
　本研究では，社会的相互作用を内生的に考慮した京町家まちなみ保全活動に対する地域住民の協力意向を
計量的に分析し，京町家まちなみ保全の潜在的な保全可能性を評価した．また，この京町家まちなみ保全活
動への地域住民の具体的な協力方法としてボランティアを取り上げ，仮想評価法（CVM）を適用して，地域
住民の奉仕労働量（WTW）を推計するとともに，社会的相互作用を考慮した奉仕労働量についても推計す
ることで，社会的相互作用が奉仕労働量にもたらす影響を定量的に明らかにした．
　72においては，離散選択理論に基づいた地域住民の協力意向を計量的に分析するにあたり，他者の意思
決定が個人の意思決定に影響する社会的相互作用を考慮する必要があることを指摘した上で，関連する既往
研究をレビューした．7．3においては，京町家まちなみ保全活動に対する協力意向のモデル化において，本
研究が援用する社会的相互作用を内生的に考慮した二項選択モデル（B㎞yChoice　Model　with　S㏄ial
Illtera（比ions）の概要について述べた．74においては，住民参加による京町家まちなみ保全に関するアンケ
ート調査により得られた住民意識データをもとに，上記の二項選択モデルを適用することで，他者の協力選
択比率が高いほど回答者の協力を表明する選択確率が高くなる同調効果の存在を明らかにした．また，準拠
集団として定義した各元学区について，それぞれの反応曲線を推計した結果，多くの元学区では社会的に望
ましい唯一の均衡点が存在しているものの，3つの元学区については欠陥均衡点が存在していることを明ら
かにした．この要因としては，まちなみへの関心やまちなみの変化に関する説明変数が他の元学区に比べて
相対的に小さいことなどが挙げられ，保全可能性を確保するための制度的・政策的介入が必凄であることを
162
指摘した．Z5においては，　CVMを適用して，地域住民の奉仕労働量を計測し，通常のcVMによる他者の
協力動向を条件としない場合で，1人あたり年間7．556日（中央値）であることを明らかにした．また，他
者の協力動向を条件とした場合では，社会的相互作用に同調効果の存在が確認されるとともに，他者の協力
選択比率の違いが奉仕労働量の協力回答割合に大きく影響することを明らかにした．さらに，地域住民のボ
ランティアを活用した政策的手段の導入を検討する際には，歴史的環境財の保全可能性の確保という観点か
ら，少なくとも初期導入時点において達成しておくべき他者の協力選択比率を明らかにした．
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第8章　結論
8．1．　本研究の成果
　従来，歴史的環境財は各地域の伝統的な地域コミュニティによって保全され，長年に亘り多くの人々に対
して様々な影響を及ぼしてきた．しかしながら，高度経済成長期以降の急速な都市開発に伴い，特に開発圧
力の強い都市では，歴史的環境財の多くが損失の危機に瀕しており，都市開発との調整に配慮した持続的な
歴史的環境保全が喫緊の課題となっている．このような状況の中で，歴史的環境保全を推進していくにあた
り，運用面において，政策的意思決定や脚或桂会の認識と行動に検討すべき課題が存在している．
　そこで本研究は，この検討課題の解決に資する，地域祉会との相互関係性を考慮した定量的かつ客観的な
基礎晴報の提示を目的として，京都市都心部の京町家を対象に，その経済的価値と保全可能性を評価した．
以下に，本研究の結論として，各章で得られた研究成果にっいて述べる．
　第2章では，歴史的環境保全の評価に関連する研究を概観し，価値評価，保全可能陸評価，京町家研究の
現状と課題を整哩した上で，本研究の特徴と既往研究の中における位置付けを明確にした．
　盆2においては，多岐に亘る歴史的環魔保全の研究領域を概観するとともに，現状把握に留まらない政策
志向的な評価を行うため，本研究の方針として，主に経済学に立脚した計量的アプローチにより歴史的環境
財の経済的価値と保全可能性について分析・評価することを提示した．続く乳3においては，歴史的環境財
の価値評価にあたり，非市場財の価値計測手法である代替法（ESM），旅行費用法（TCM），ヘドニック法
（HPM），仮想評価法（CVM），コンジョイント分析（CA）の特徴と計測上の問題点を整哩するとともに，
国内外における歴史的環境財への適用事例を概観した上で，既往研究において残されている検討課題として，
価値評価自体の問題，計測上の技術的問題，公平陸検討の問題の3点を指摘した．また，乳4では，歴史的
環境財の保全可能性評価にあたり，持続可能性の概念を整理した上で，この持続可能性の視点に基づいた評
価を行うため，まちづくりにおける社会的合意形成や脚或住民の協力行動に着目した既往研究にっいて概観
した．そして，経済学的・計量的アプローチに基づいた研究事例の蓄積不足を指摘するとともに，残されて
いる課題として，モデルを用いた実証分析を行う上での社会的相互作用に関する問題を指摘した．さらに2．5
では，実証分析の評価対象である京町家を対象に，関連領域の既往研究を概観した上で，政策志向的な観点
から現状課題を分析・評価した研究事例が少ないことや，属性別の検討あるいはコミュニティスケールでの
検討も可能な客観的評価の必要性を指摘した．そして，2．6においては，本研究が歴史的環境保全の評価に
おける新たな方法論の提示に留まらず，都市開発との調整が喫緊の課題となっている実際問題に適用し，実
証的な分析を目指したものであることを述べるとともに，本研究の特徴として，（1）近隣外部効果の計測方
法の提示と実証分析，（2）総価値及び各価値の計測方法の提示と実証分析，（3）社会的相互作用存在下にお
ける地域互助を通じた歴史的環境財の保全可能性の実証分析，（4）効率性，公平性，持続可能性に配慮した
実用的な基礎1青報の提示の4点を挙げ，既往研究のレビュー結果を踏まえて本研究の位置付けを明確にした．
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　第3章では，本研究が取り扱う歴史的環境財及び保全の定義付けを行った上で，関連する既往研究に基づ
いて基礎的考察を行い，価値や特性といった歴史的環境財の財としての特殊性と歴史的環境保全の政策的手
段の特徴及び問題点について明らかにした．
　3．2においては，各研究領域において使い手により異なる歴史的環境及び保全の定義を概観した上で，歴
史的環境財を構成する要素と総体の相互関係，歴史的環境財と地域社会との相互関係，歴史的環境財の固有
性の維持などを考慮した，歴史的環境財及び保全の定義付けを新たに行うことで，本研究が取り扱う対象を
明確にした．a3では，歴史的環境財が有する価値について，既往の主要な価値理論である社会文化的価値
と経済的価値の2つの価値理論を概観した上で，本研究が採用する本人の利用という観点から分類した経済
的価値を提示した．また，3．4では，通常の一般消費財とは異なる特性として，地域固有性と時間固有性，
不確実性，不可逆性，非競合性と非排除性，外部陸，相互関連性と相互依存性を取り上げ，それぞれの特性
を整理するとともに，歴史的環境財の財としての特殊性を明らかにした次いで，35においては，歴史的
環境財の管理体制を整理するとともに，歴史的環境保全を目的とする政策的手段として，規制的手段，経済
的手段，合意的手段，支援的手段の4つを列挙し，総体・要素の歴史的環境財に対するそれぞれの保全効果
を理論的に考察することで，各政策的手段の特徴と問題点を明らかにした．
　第4章では，本研究の評価対象である京都市都心部の京町家とまちなみについて，京町家の分布状況や町
丁目単位の地区特性に関する定量的把握を行うとともに，近年における各主体の歴史的環境保全に関する取
り組みを概観し，京町家まちなみ保全を持続的に行っていく上での課題を提示した．
　42においては，本研究が対象とする京町家の定義付けを行った上で，対象地域である京都市都心部に残
存する京町家の現状を本研究が独自に行った京町家目視調査や地或統計データ・行政資料などに基づいて定
量的に把握した．その結果京町家が約7年間で約13％減少していること，町丁目単位でその残存状況が大
きく異なることなどを明らかにした．また，町並み・景観要素からみた京都市都心部の地区特性をクラスタ
ー分析に基づいて類型化した結果職住共存地区内においても中高層化が進みつつある町丁目や京町家と中
高層建造物が混在している町丁目があることを明らかにした．次いで，生3においては，近年の京町家まち
なみ保全について，行政主導の取り組みと住民・民間組織主導の取り組みを概観し，諸制度の充実化や地域
住民を主体とする保全活動の専門化が図られていることなどを明らかにした．しかしながら，残されている
検討課題として，（1）京町家に蓄積された価値の共有・継承，（2）京町家まちなみ保全に対する費用負担，
（3）コミュニティスケールでの地域主導型まちづくりの推進の3点を指摘するとともに，合意的手段や支
援的手段など，課題に対処しうる政策的手段の更なる検討の必要性について述べた．
　第5章では，第4章で述べた京都市都心部の京町家を対象に，その集積による近隣外部効果を貨幣尺度で
計測した．また，得られた計測結果にっいては，地理情報システム（GIS）を用いて，町丁目単位でその大
きさや空間的特徴を明らかにした．
翫2においては，非市揚財の価値計測手法であるヘドニック法（HPM）を用いて近隣外部効果を計測する
上での技術的課題として，従来の計測方法では非市場財が広く分布する揚合の捕捉が困難であること，狭域
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での空間データには空間的自己相関問題が存在することの2点を指摘するとともに，この問題点に対処する
ための計測方法として，地理的加重回帰モデル（GWR）に着目し，関連する既往研究をレビューした．続
く，5．3においては，京都市都心部の492町丁目を本章の対象地域とすることを述べた．また，翫4では，
HPMで通常用いられる線形回帰モデル（〇五S）とGWRの概要を整理するとともに，京町家集積による近
隣外部効果を捕捉するための計測方法を新たに提示した．また，分析に利用する空間データの種類について
述べるとともに，そのデータの空問的自己相関について検証し，正の空間的自己相関が存在していることを
明らかにした．そして，5．5においては，OLS及びGWRを用いて，それぞれの地価関数における未知パラ
メータを推定するとともに，京町家集積による近隣外部効果の大きさ及び影響範囲を計測した．その結果，
京町家集積による近隣外部効果の存在は，土地の資産価値を高める傾向にあり，地価に帰着している近隣外
部効果の特に高い町丁目は，東西や南北にはしる通りに沿って連担している，あるいは面を形成しているこ
とを明らかにした．また，集積による近隣外部効果の影響範囲は，京町家が隣接する町丁目やその町丁目に
さらに隣接する町丁目程度であるのに対し，容積率を考慮した中高層建築物は学区レベルに相当し，京町家
よりも影響範囲が広域であることを明らかにした．最後に，試算結果ではあるが，京都市都心部における中
高層建築物の集積による近隣外部効果を計測した結果近隣外部効果が土地資産価値を低める傾向にあり，
また，各町丁目の京町家と中高層建築物の混在割合の違いが，地価にプラスにもマイナスにも影響する可能
性があることを明らかにした．
　第6章では，第4章で述べた京都市都心部（職住共存地区内）の京町家を対象に，そのトータルとしての
経済的価値を京都市民の意識に基づいて貨幣尺度で計測した，また，属翻iJに京町家に対する価値認識の違
いを把握するため，市民認識及び第3章で示した利用形態の2つの視点に基づき分類した各価値の重要度を
計測するとともに，この重要度と計測した支払意思額を組み合わせて各価値を算出し，京町家に対する価値
意識の構造を明らかにした．
6．2においては，総価値及び各価値を計測する方法として，関連研究のレビュー結果を踏まえ，仮想評価
法（σ㎜）と階層分析法（AHP）を組み合わせた計測方法を提示した．続くa3においては，都心部の京
町家に関するアンケート調査により得られた市民意識データをもとにCVMを適用して，京町家の総価値を
計測し，年間一世帯あたりの支払意思額は2，330円，京都市民全体としての京町家の価値は年聞約14億円
であることを明らかにした．そして，6．4においては，利用形態と市民認識という2つの視点から分類した
各価値の重要度をAHPで計測し，市民認識に基づく各価値では，町並み・景観的価値の重要性を高く認識
していること，回答者属性別に見た揚合には，京町家居住者は，他の属性に比べて地域コミュニティ的価値
を高く認識していることなどを明らかにした．また，利用形態に基づく各価値では，存在価値や遺贈価値な
どの非利用価値を強く認識していること，回答者属性別に見た場合には，京町家居住者や中京区・下京区居
住者が利用価値を比較的強く認識していることなど属性別に特徴があることを明らかにした．さらに，AHP
で得られた重要度とcVMで計測した支払意、思額を組み合わせて各価値を計測し，京町家に対する価値意識
の構造を回答者属性別に明らかにした．
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　第7章では，社会的相互作用を考慮した京町家まちなみ保全活動に対する地域住民の協力意向を計量的に
分析するとともに，準拠集団として定義した元学区別に京町家とまちなみの潜在的な保全可能性を評価した．
また，この京町家まちなみ保全活動への地域住民の具体的な協力方法としてボランティアに着目するととも
に，第6章と同様の仮想評価法（CVM）を適用し，他者の協力動向を条件とする地域住民の奉仕労働量
（WTW）を推計することで，社会的相互作用が奉仕労働量にもたらす影響を定量的に明らかにした．
　72においては，離散選択理論に基づいた地域住民の協力意向を計量的に分析するにあたり，他者の意思
決定が個人の意思決定に影響する社会的相互作用を捕捉する必要があることを指摘した上で，関連する既往
研究をレビューした．7，3においては，京町家まちなみ保全活動に対する協力意向のモデル化において本研
究が援用する，社会的相互作用を明示的に考慮した二項選択モデル（Binaly　Choice　Model　wi七h　S㏄ial
Interactiolls）の概要について述べた．続く7．4においては，住民参加による京町家まちなみ保全に関するア
ンケート調査により得られた住民意識データをもとに，上記の二項選択モデルを適用することで，他者の協
力選択比率が高いほど回答者の協力を表明する選択確率が高くなる同調効果の存在を明らかにした．また，
準拠集団として定義した各元学区について，それぞれの反応曲線を推計した結果多くの元学区では社会的
に望ましい唯一の均衡点が存在しているものの，3つの元学区については欠陥均衡点が存在していることを
明らかにした．この要因としては，まちなみへの関心やまちなみの変化に関する説明変数が他の元学区に比
べて相対的に小さいことなどが挙げられ，保全可能性を確保するための制度的・政策的介入の必要性を指摘
した．そして，Z5においては，（㎜を適用して地域住民の奉仕労働量を計測し，通常のCVMによる他者
の協力動向を条件としない場合で，1人あたり年間7．556日（中央値）であることを明らかにした．また，
他者の協力動向を条件とした場合，社会的相互作用に同調効果の存在が確認されるとともに，他者の協力選
択比率の違いが奉仕労働量の協力回答割合に大きく影響することを明らかにした．さらに，地域住民のボラ
ンティアを活用した政策的手段の導入を検討する際に，歴史的環境財の保全可能性を確保する観点から，少
なくとも初期導入時点において達成しておくべき他者の協力選択比率を明らかにした．
8．2．　今後の課題
　最後に，本研究で残された課題について整哩する．
（1）計測結果に対する信頼性の向上
　本研究では，ミクロ経済理論を基礎とするHPMやCVM，さらにはミクロ計量経済学の離轍選択理論に
基づく社会的相互作用を内生的に考慮した二項選択モデルを適用して，歴史的環境財の経済的価値，並びに
保全可能性を評価した．しかしながら，第5章で適用したGWRの重みの定義に関する課題，　OLSの推計
結果の利用妥当性に関する課題，第6章及び第7章で適用したCVMのバイアスに関する課題，第7章で適
用したNaive推定量の考え方に基づく推定方法の理論的精緻化に関する課題など，計測の細部に関する幾つ
かの技術的課題が残されているため，更なる検証を通じて計測結果に対する信頼陸の向上を図る必要がある．
また，近年における離散選択理論の発展は顕著であり，無関係な選択肢からの独立（Independence　fbm
廿relevan七altematives：HA）の仮定の緩和や選好の異質性を考慮した，混合ロジットモデル（Mixed　Logt
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Mode1）や潜在クラスモデル（Latent　Class　Model）なども開発され，現在では適用事例も増加しっっある鋼．
したがって，これらのモデルを適用した計測結果と本研究の計測結果との比較を通じて，理論の前提となる
仮定が計測結果にもたらす影響についても検証する必要がある．
（2）評価手法の多様な歴史的環境財への適用
　本研究では，歴吏的環境財として京都市都心部の京町家を取り上げ，地域住民，並びに京都市民を受益者
と想定した上で，その経済的価値と保全可能陸に関する計量的な評価を行ったが，対象とした歴史的環境財
は，1200余年の歴史を有し，わが国を代表する歴史都市に存在しているため，他地域にはない京都特有の問
題構造が一連の評価に影響している可能性は否定できないしたがって，本研究が新たに提示した評価方法
の適用可能性，並びに評価結果の信頼性などを検証・確保する上でも，他地域の多様な歴史的環境財を対象
として，評価事例の蓄積を図っていく必要がある．特に，経済的価値の評価が個々人によって異なり，社会
的に評価が定まっていないような歴史的環境財に対して，本研究が提案した評価手法を適用することは，経
済的価値と保全可能性の観点から興味深い知見が得られるのではないかと推察される．
（3）未来の内部者（潜在住民）の視点による歴史的環境財の評価
　本研究では，第6章と第7章において，京都市や京都市都心部に在住し，既に歴史的環境財の恩恵を享受
している立揚である地域住民の視点から，経済的価値と保全可能性の評価を行ったが，将来的に恩恵を享受
する立場にある未来の内部者（潜在住民）の視点からは評価していない．公平性の観点から先住民と潜在住
民の利益は基本的に対等として考えるのが一般的であるため，未来の内部者（潜在住民）の視点による評価
についても行う必要がある．
（4）動学的視点に基づく理論モデルの構築と実証
本研究では，第3章において，ミクロ経済理論に基脳・た基礎的考察を行うことで各政策的手段の特徴と
問題点を整理した．しかしながら，歴史的環境財を保全しうる政策的手段は多様であり，その内容や実施方
法，意思決定タイミングの差異が，都市の土地利用変化や歴吏的環境財の残存量にどのような影響を及ぼす
のかについては明らかにしていないまた，第7章において，地域互助による歴史的環境財の潜在的な保全
可能性を評価するにあたり，準拠集団別や提示労働量別の反応曲線について推計したが，現況点から均衡点
への移行過程を把握するには至っていないしたがって，歴史的環境財の保全可能性を確保しうる制度設計
のあり方や現況点から均衡点への移行過程を検詞するためには，動学的視点に基づいた理論モデルの構築と
実証分析を行う必要がある．
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